※申請前にご確認ください。ご不明な点等あれば、
県民活動課までお問合せください。

○認定（特例認定）申請者用チェックリスト
（１）ＮＰＯ法人としての義務や対応すべき事項
	分類
	内容
	チェック

	組織
	社員（正会員）の入会に対して不当な条件をつけていないこと。
	□

	
	社員が10名以上いること。
	□

	
	定款に定められた役員（役職、人数）を選任していること。
	□

	
	監事が理事や職員を兼務していないこと。
	□

	
	役員のうち親族関係にある者の数が制限を超えていないこと。
	□

	
	役員に欠格事由に該当する者がいないこと（就任承諾書で確認していること）。
	□

	
	役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の１／３であること。
	□

	法人運営
	通常社員総会を定款の規定どおり通知し、期日までに開催していること。
	□

	
	通常社員総会や臨時総会の議事録を作成し保管していること。
	□

	
	総会又は理事会で役員改選をしていること（役員の任期が切れていないこと）。
	□

	
	役員変更届を県に提出していること（少なくとも２年に１回は提出が必要）。
	□

	
	前事業年度の事業報告書、計算書類及び財産目録、年間役員名簿、社員名簿（以下「事業報告書等」という。）を、５年間法人事務所に備え置くこと。
	□

	
	次に掲げる書類を法人事務所に備え置くこと。
□役員名簿　□定款　□設立当初の財産目録　
□認証（設立や定款変更）に関する書類の写し　□登記事項証明書（写し）
	□

	
	事業報告書等及び上記の書類を社員その他の利害関係者が閲覧できること（正当な理由がある場合を除く。）。
	□

	
	事業報告書等を事業年度終了後３か月以内に県に提出していること。
	□

	
	定款の変更があれば、必要な手続き（認証又は届出）をしていること。
	□

	
	貸借対照表を公告していること（定款の規定どおりに法人自らが行うこと）。
	□

	事業報告書等
の記載内容
	定款に記載した事業を全て記載していること。
	□

	
	金額の整合性が取れていること。
（例）
・事業報告書の事業費の金額合計＝活動計算書の事業費合計
・活動計算書の次期繰越正味財産額＝貸借対照表（財産目録）の正味財産合計
・活動計算書の前期繰越正味財産額＝前年度の次期繰越正味財産額
	□

	法務局の登記
	事務所の所在地や事業等に変更があった場合、変更の登記を行っていること。
	□

	
	代表者の登記を行っていること（少なくとも２年に１回は必要）。
	□

	その他手続き
関係
	主たる事務所や従たる事務所の設置時に都道府県や市町村の税関係窓口へ法人設立届（又は設置届）を提出していること。
	□

	
	事業を行うに当たって、必要な許認可を受けていること。
	□

	
	法人税や消費税等の申告義務がある場合は、期日までに申告していること。
	□

	
	収益事業を開始した場合は、収益事業開始届出書を税務署に提出していること。
	□

	
	職員を雇用している場合は、関係法令を遵守していること。
（例）労働条件の通知、最低賃金、休暇の取得、保険の加入手続きなど
	□

	
	職員が10人以上いる場合は、就業規則を労働基準監督署に届出していること。
	□




（２）認定（特例認定）申請に当たってのセルフチェック事項
	分類
	内容
	チェック

	全体
	認定（特例認定）を目指すことについて、法人内部で合意を得ていること。
	□

	
	認定（特例認定）関係の事務担当者を決めていること。
	□

	実績判定期間
	実績判定期間（初回の認定や特例認定は２事業年度、それ以外は５事業年度）を経過していること。
	□

	１号基準関連
	寄附者名簿を作成していること（作成様式は、県の手引きを参照。ただし、特例認定は除く。）。
	□

	
	募集案内や会費規程などで、寄附に対価性がなく、任意性があることを確認できること（特例認定は除く）。
	□

	２号基準関連
	[bookmark: _GoBack]イベント案内や活動報告書などで、事業のうち50％以上が共益的活動（会員等に限定するなど特定の人を対象にした活動）でないことを確認できること。
	□

	３号基準関連
	役員総数のうち、役員及びその役員の親族等の割合が１／３以下であること。
	□

	
	役員総数のうち、特定の法人の役員又は使用人並びにこれらの者の親族等の割合が１／３以下であること。
	□

	
	社員の表決権が平等であることが、総会の議事録から確認できること。
	□

	
	（公認会計士又は監査法人の監査を受けている場合）監査証明書があること。
	□

	
	（公認会計士又は監査法人の監査を受けていない場合）
□複式簿記で記録し、決算を行っていること。
□仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿を備え、取引を記載していること。
□たな卸表を作成していること（該当がある場合のみ）。
□貸借対照表及び損益計算書を作成していること。
□帳簿書類を７年間保存していること。
	

	
	支出した金銭に使途不明なものはなく、帳簿に虚偽の記載をしていないこと。
例えば、事業報告書等に記載の金額と証憑書類（銀行の通帳や総勘定元帳、賃金台帳など）の金額を突合させて一致しているかなど。
	□

	４号基準関連
	宗教活動、政治活動、選挙活動を行っていないこと。
	□

	
	役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはその親族等に対して、資産の譲渡や貸付け、役務の提供の取引がある場合は、その理由や金額の根拠について説明できること。
	□

	
	役員の選任その他法人の財産の運用及び事業の運営に関する特記事項がある場合は、その内容について説明できること。
	□

	
	法人が寄附した者に、営利組織、宗教活動や政治活動を行う者、又は特定の公職にある者（候補者を含む）がいないこと。
	□

	
	財務諸表の注記（特に事業別損益は必須）を作成し、収支の内訳、資産の状況や取引の詳細が確認できること。
	□

	６号基準関連
	事業報告書等について、県から補正依頼があった場合に対応済であること。
	□

	７号基準関連
	法令違反や法令に基づく行政庁の処分に違反する事実がないこと（特定非営利活動促進法以外の法令も含む。例えば、労働関係や税関係、登記手続きなど）。
	□

	
	偽りや不正の行為によって利益を得た事実又は得ようとした事実がないこと。
	□

	
	公益に反する事実がないこと。
	□

	
	代表者が同じ別法人と契約する場合は、特別代理人の選任を行っていること。
	□



